

























（ 2）　WILLIAM J. DONOVAN, ADMINISTRATION OF BANKRUPT ESTATES, 71st Cong. 3 d Session 


























（ 3）　WILLIAM D. MITCHELL, STRENGTHENING OF PROCEDURE IN THE JUDICIAL SYSTEM, 72d 



























（ 4）　CHARLES WARREN, BANKRUPTCY IN UNITED STATES HISTORY 3, 49, 95 （1935）.
（ 5）　Id. at 47.
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給与生活者 84.90% 9.46% 2.70% 1.11% 98.17% 27,929件
農業従事者 66.73% 6.79% 4.85% 3.48% 81.85% 4,371件
専門職 66.32% 12.86% 5.38% 3.66% 88.22% 1,283件

















無資産事件 0 ＄  13 ─ 0
＄     1～＄   100 ＄     48 ＄  41 85% ＄     7
＄   101～＄   250 ＄   165 ＄121 73% ＄     44
＄   251～＄   500 ＄   367 ＄233 63% ＄   134
＄   501～＄1,500 ＄   915 ＄440 49% ＄   475



































＄     1～＄   100 85% 100% 100% 94% 94% 94%
＄   101～＄   250 73% 88% 93% 78% 84% 92%
＄   251～＄   500 63% 80% 85% 64% 74% 83%
＄   501～＄1,500 49% 69% 68% 60% 58% 62%
＄1,501～＄5,000 32% 52% 48% 42% 49% 41%
（11）　これらの数値は，日本帝國司法省・前掲書 （注 （10）） 476頁・第72表による。
なお，比率の算定は筆者による。































条 （a）（ 1） によれば，債権者申立事件における申立債権者及び債務者のために
専門的事務を行った代理人に対しては，裁判所が認める費用に係る債権は，破
産財団から完全に支払いを受けることができる債権とされていた。
（15）　MITCHELL, supra note 3, at 8の「倒産財団財産に占める手続費用の比率」の
統計表による。原典では， 9つの裁判区を採用しているが，本稿ではこのうち
主要な 6裁判区の数値を表記した。
（16）　日本帝國司法省・前掲書 （注 （10）） 41頁・第49表による破産財産額に占める
破産手続の費用の割合は 5年平均で15.98%である当時の日本の破産手続に比
べて，アメリカにおけるこの数値割合が高かったことが理解されよう。























されていたところである。加藤・前掲論文 （注 （1）） 66頁参照。
（19）　この指摘は，MITCHELL, supra note 3,. at 9, footnote 3 で引用されている
DEPARTMENT COMMERCE, BUREAU OF FOREIGN AND DOMESTIC COMMERCE, CREDIT 
EXTENSION AND BUSINESS FAILURES, A STUDY OF CREDIT CONDITIONS AND CAUSES OF 
FAILURE AMONG GROCERY RETAILERS IN LOUISVILLE, KY, TRADE INFORMATION BULLETIN 
NO. 627 （1929） による。いうまでもなく，ルイビルはオハイオ州西部のオハイ
オ川の沿岸に位置する人口約60万人程度の中堅都市である。この報告書は，当
時のルイビル小売業協会によって作成されたものである。
















（21）　DEPARTMENT COMMERCE, BUREAU OF FOREIGN AND DOMESTIC COMMERCE, supra 























（23）　DEPARTMENT COMMERCE, BUREAU OF FOREIGN AND DOMESTIC COMMERCE, supra 












＄5000未満 42 11.3% 5.6%
＄  5,000～＄  9,000 51 4.9% 2.9%
＄10,000～＄24,000 165 3.4% 2.0%
＄25,000～＄49,000 111 1.5% 1.0%
＄50,000～＄99,000 36 0.7% 0.5%












































































































要はなかった。この点につき，HAROLD REMINGTON, A TREATISE ON THE ELEMENTS 
OF BANKRUPTCY LAW 17 （1911）.





れら破産行為の規定につき，10 COLLIER ON BANKRYPTCY 14th ed. 1787 （1978）に



















（34）　この指摘につき，MITCHELL, supra note 3, at 9.
（35）　この和議は，1874年に1869年英国破産法に倣ってアメリカ法に導入されてお
り，1898年法に承継されている。この点につき，WM. MILLER COLLIER, THE LAW 
OF BANKRUPTCY AND THE NATIONAL BANKRUPTCY ACT OF 1898 115─116 （1899; 




































（39）　1898年法第14条 （b）。同規定は，COLLIER, supra note 35, at 133による。



























係でしばしば用いられる。例えば，当時の ARTHUR W. SELVERSTONE, BANKRUPTCY 
AND REORGANIZATION 135 （1940） では，「誠実（honest）な債務者を債務の重圧か
ら解放する」との表現がみられる。







































































































































務者の救済のための規定（Provisions for the relief of debtors）」である。具体
的には，1898年法の第Ⅷ章に置かれた第74条の規定（60）である。この第74条
は，1898年法の第12条・和議手続とは別に設けられた規定（61）であるが，こ
STATES 1930, 5（1930）及 び ANNUAL REPORT OF THE ATTORNEY GENERAL OF THE 
UNITED STATES 1930, 5（1931─32） による。
（58）　この数値につき，DAVID T. STANLEY ＆ MARJORIE GIRTH, BANKRUPTCY─PROBLEM・
PROCESS・REFORM, 19 （1971） の Figure 3 ─ 1による。
（59）　1978年連邦改正倒産法の基礎になった REPORT OF THE COMMISSION ON THE 
BANKRUPTCY LAWS OF THE UNITED STATES PART I 93d Cong., 1st Sess., House Doc. No. 
93─137, 103 （1973） は，ここにいう債権者支配を「神話」という。
（60）　この第74条の他に，第75条・農業従事者の和議，第77条・鉄道会社の更生が
規定され，さらに，1934年に第Ⅸ章・地方公共団体の債務調整の手続が設けら























































託しなければならなかった。この点につき，COLLIER, supra note 35, at 122.
（69）　10 COLLIER ON BANKRYPTCY 14th ed. 1793 （1978）.
（70）　Id.



























































ることができる（1933年改正第74条 （ａ） 第 1文）。ただし，給与生活者に
（77）　Id. at 86.
（78）　Id.










れていることからも （同条 （ｌ） 第 3文），明確になっているといえる。
　支払猶予の対象となる債務とは，将来の賃料債務（81）をも含んで，債
務者又はその財産に対するいかなる種類の債務をも意味し，それは証明
できると否とを問わないものとされている （同条 （a） 第 2文）。裁判所
は，第74条の規定による申立て （又は債務者以外者による破産申立てに対
する訴答） が善意でなされたものと認めるときは，その申立てを承認し 








と称し，「破産者」とは称しないことが明確に謳われている （第74条 （a） 
第 5文）。第12条では「破産者」の呼称が用いられていたことから，第
74条が破産手続とは別建てのものとして設けられた趣旨がこの第 5文の













































































































































































ったといわれている。この点につき，園尾ほか編・前掲書 （注 （83）） 33頁参照。













































続する企業 （going concern） としての価値を維持することができないから，
本質的にこれら権利者の権利を喪失させることによる。加えて，1898年法
の第12条・債務免除型和議は，このような状況には対応することができな
















して，SKEEL, supra note 7, at 102.

























M.Barken教授，同・副館長 Bonnie J.Schucha氏，同・司書 Kris Turner
（92）　以上につき，Id.










者であった Lloyd K. Garrisonは，1930年代当時のウィスコンシン州立大
学・ロースクール研究科長であったことから，有益な資料を上記の大学関
係者から得ることができた。重ねて謝意を表したい。
